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「これからの民事介入暴力対策」 
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 ご紹介いただきました弁護士の成

川です。皆さま方の今後反社対応等

にお役に立てるお話しがどの程度で

きるのだろうかと、若干危惧してい

るところですが、今ご紹介いただき

ましたように、日弁の民暴委員、ま

た委員長として活動していた際に感

じたこと、経験したことを含め、率

直なところをお話しさせていただき

たいと思います。よろしくお願いい

たします。 

 私は、先ほど暴追功労金章という

賞をちょうだいいたしました。こう

いった講演の機会もまたちょうだい

して、重ねて本日のこの大会に感謝

申し上げます。ありがとうございま

す。 

 これからの民暴対策ということで

お話を進めさせていただきますが、

皆さま方もご承知のことと存じます

が、平たく言うと、かつては「山口

組頂上作戦」等に象徴されているよ

うに、警察対暴力団という構図で民

暴対策、あるいは反社対応等が論じ

られていたかもしれません。 

 これからの時代は、この度、最優

秀賞をいただいた「暴力団 なくす

は みんなの 強い意志」の標語の

とおり、社会対暴力団という構図で

あろうと思います。「暴力団 なく

すは 警察の 強い意志」ではなく

「なくすは みんなの 強い意志」、

これがこれからの暴力団対策、民暴

対策の根本であろうと思います。 

 暴力団の本質と変貌ということで

パワポに「コア」と書かせていただ

いていますが、暴力団の本質は何か

と言うと、やはり暴力を武器として

巨大化させ、代紋・看板を陰に陽に

示しながら、なんぼの世界を生き抜

いてきた「暴力性」であることは間

違いのない事実だろうと思います。 

 ところが、ご承知のように変化の

要因として、平成 4 年に暴対法が

施行されました。幾度かの暴対法の

改正等を踏まえ、例えば暴対法の

31 条の 2 という規定がありますが、

これは「組長責任訴訟」と呼ばれて

いるものです。 

 概要を若干ご説明すると、例えば

山口組の４次団体の組員が、組の資

金を獲得するために一般人を殺傷し

たという事件が起きた。仮にその方

が亡くなったとした場合に、そのご

遺族が普通だと直接手を下した者、

例えば刺した者、拳銃を撃った者、

である 4 次団体の組員に対し損害

賠償請求をするのが従前のあり方で
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した。暴対法の 31 条の 2 は、たと

え４次団体の組員が直接の加害者で

あっても、最大組織の山口組のトッ

プである司忍（篠田建市）に対して

も賠償責任を問える、というもので

す。いわゆる使用者責任という賠償

請求訴訟の要件を緩和して、責任追

及を行ないやすくした枠組みです。 

 現実に組長責任訴訟については、

私ども日弁の民暴委員会等において

も、各地でこの訴訟を遂行されてい

る弁護士の方々から情報をいただき、

また場合によってはアドバイスをさ

せていただくといったことを行なっ

ています。組長責任訴訟は、暴力団

に対する効果がかなりあるのではな

いかと感じています。 

 また、平成 19 年に内閣府の犯罪

対策閣僚会議幹事会申合せというこ

とで、企業が反社勢力による被害を

防止するための指針ができました。

簡単に言うと、私は当たり前のこと

ではないかという気もするのですが、

この指針は、企業は反社とは一切お

付き合いをしないということです。 

 ここで大切なことは、例えば

1000 万円の取引として物を売り、

売った相手方から 1000 万円の代金

が入った。ところが、その売った相

手方が暴力団だった場合はどうか。

きちんと、1000 万円が入金になっ

たから問題はないのか。1000 万円

の焦げ付きがなく、企業に損害がな

くても、正当な対価をもらった取引

であっても相手が反社であればその

取引自体がだめであるということが、

平成 19 年の指針に盛り込まれたわ

けです。これも徐々に各企業に浸透

していきました。 

 みずほ銀行関係の方には大変申し

訳ありませんが、みずほ問題でも取

り上げられましたように、焦げ付き

があろうとなかろうと、融資先が反

社であった場合にはだめである、イ

エローカードが出るということです。 

 こういった指針を踏まえ、例えば

本日、表彰をいただいている不動産

関係の業界、金融機関、生損保、い

ろいろな業界が反社勢力と付き合わ

ない、付き合った場合にはこうなる、

あるいは付き合わないためにどうし

たらよいか、そのために、いろいろ

な約款、約束事が設けられるように

なっていったわけです。これはやは

り反社にとっても大きなダメージだ

ろうと思います。 

 同様に、企業だけではなく地方自

治体を含め、行政の分野においても

行政が発注する事業等に関しても反

社相手の受発注がご法度であること

が行政の分野にも徐々に浸透してい

きました。 

 そして、平成 23 年 10 月に、沖

縄・東京が最後になりましたが、全

国の都道府県に暴排条例が制定され

ました。暴排条例は当然のことなが

ら、企業は暴力団に利益を供与して

はいけない、付き合ってはいけない

というたてつけの条例です。各都道

府県の条例には濃淡がありますが、

福岡のような強い条例では暴力団に

対し利益を供与した場合の罰則規定

を置いている自治体もあります。 

 おしなべて、ほとんどの自治体の
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暴排条例には勧告・公表という規定

を置いています。やめなさいよ、と

いった勧告をし、それに従わなけれ

ば、その事業者は暴力団と取引をし

ていることが公表されるとの条例の

たてつけになっています。公表とい

うのは、かなり効果のある手段では

ないか、と思っています。当然のこ

とながら、公表されるとその企業に

とっては社会的信用を失うわけです。 

 企業が、あるいは組織が動いてい

くためには当然、潤滑油であるお金

が必要になってくるわけですが、そ

ういった企業に金融機関はなかなか

融資しません。公表というのは、利

益供与をやめさせる、また、取引を

控えさせる事前抑制の十分なツール

としての機能を果たしているのでは

ないかと思っています。 

 「うちと付き合わないと痛い目に

遭うぞ」という言葉を用いなくとも

代紋の入った名刺を置くだけで、彼

らの言いなりになる、あるいは、い

やいやでも彼らの言うことを聞かざ

るを得なかった時代から、そもそも

代紋の入った名刺すら置けなくなる、

暴力団であることを彼らが吹聴する

ことができなくなった、こんな時代

になってきました。 

 そうすると、どうなるかというと、

だんだん自分が○○の組員である、

○○の暴力団に属しているというこ

とを隠すようになります。組織が不

透明化していく、あるいは彼らの資

金獲得活動がダミーを使ったり、か

たぎの人間を使ったりしながら巧妙

化していく、これが今の時代だろう

と考えています。暴力団であること

を秘匿、潜在化していく、また、合

法であろうと非合法であろうとを問

わず、多方面で彼らが金を得る、資

金を獲得する時代だろうと思います。 

 冒頭で申し上げましたように、暴

力団と対峙するのは社会であること

を否定するものでは全くありません。

今は対峙する相手が見えにくい時代

であり、反社撲滅のための運動が相

応の効果を上げつつあるなかで、見

えにくくなった反社を相手にどのよ

うに対応していくのか、皆さんのご

理解とお知恵を拝借しながら、でき

るだけいい方向に持っていこうとい

う時代だろうと考えています。 

 「コアはゾンビ」とパワポで書き

ました。コアというのは、申し上げ

ましたように、陰に陽に代紋を見せ

てなんぼの世界、要するに暴力性、

この暴力性はゾンビだろうと思いま

す。「ゾンビ」という言葉がいいか

どうかは分かりませんが、不死鳥を

意味する「フェニックス」と言うと

かっこよすぎるので、死ぬことのな

い化け物というべき暴力性が暴力団

のコアであろうと思います。 

 工藤会等に象徴されているように、

北部九州の問題について、私ども日

弁の民暴委員会も大きな関心を抱い

ています。北部九州には殺伐とした

殺傷事件、抗争事件が多く発生して

いますが、これは北部九州だけの特

殊性、北部九州だけの地域性の問題

かというと、私はそうではないだろ

うと思っています。暴力団の本質、

「窮鼠猫を噛む」ではありませんが、
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追い詰められたときには、山口も住

吉も稲川も同じゾンビを剥き出しに

にするのではないかと思っています。 

 次に、より進化した反社会勢力、

暴力団を中核とする反社勢力への対

応としてどうあるべきかということ

をお話ししたいと思います。これま

でに 15 分ほどお話しましたが、こ

れまでのお話は、私自身もいろいろ

なご講演の機会をちょうだいした際

に、何回かお話をさせていただいた

話ですが、これからのお話しは私個

人の意見を相当盛り込んだものであ

り、日弁の民暴委員会の意見を集約

したものでもありません。委員長職

から解放されると、ある面、解放感

もあり、私個人の意見をより踏み込

んで言ってもいいだろうとの思いか

ら、私見を盛り込んでお話しさせて

いただきます。 

 これからの民暴対策に向け、いく

つか、ここを改めたほうがいいので

はないか、こうあったほうがいいの

ではないかということについての私

論です。社会対暴力団とのお話をし

てきましたが、社会を構成するのは

企業であり、個人であり、私たちの

ような市民です。市民も企業も丸腰

ですから、反社排除、と言うのは簡

単ですけれど、実際はそんなに簡単

なことではありません。丸腰の市民

の安全を確保するために、どのよう

なことが考えられるかを検討する必

要があるはずです。 

 また、暴排条例等で出ているよう

に、各企業が暴力団と付き合っては

いけない、暴力団と取引してはいけ

ないという時代であることは間違い

ないのですが、相手方が暴力団かど

うかをそもそもどうやって把握する

のか、これはまた難しいのです。暴

力団情報が必要である、ところが、

暴力団情報を収集するのがだんだん

と困難になってきているのではない

か。そういった中で社会対暴力団を

実践し、社会から反社を排除しよう、

社会全体が民暴被害を根絶しよう、

と取り組んでいくにあたってどのよ

うに立ち向かうべきかを悩みを込め

ながら、お話をしたいと思います。 

 話がかなり飛躍しますが、私も日

弁連の一会員の弁護士であり、刑事

法制に関する日弁連の意見になるほ

ど、という思いもありますが、他方、

それでいいのか、との思いもありま

す。犯罪への対応には、予防、検挙、

裁判、矯正といった種々の場面があ

りますが、特に、被疑者を特定して

検挙するという場面では、捜査機関

に与えられているこれまでの捜査手

法で十分なのかということを、法曹

関係者だけではなく、一般の方にも

少し関心を寄せていただく時代が来

ているのではなかろうか、来てもい

いのではなかろうかという思いから、

若干コメントをさせていただきたい

と思います。 

 また、離脱者支援は頭の痛い問題

です。排除、排除だけでいいのか、

彼らも社会の構成員なわけです。上

から目線の言い方で、いやな言い方

かもしれませんが、排除された者を

どうやって受け入れるのか、受け入

れるべきなのか、こういった議論が
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置き去りにされてきたのではないか

との思いがしています。 

 同時に、暴力団に入らないために、

子ども、特に青少年へのしかるべき

暴排教育のようなものができないか、

こんなことも考え、若干のさわりに

すぎませんし、私も逡巡していると

ころが多々ありますが、これからの

より進化した反社勢力への対応に向

けてということで、お話をさせてい

ただきます。 

 固い話ばかりでちょっと疲れまし

たね、小休止です。これはヤマメと

いう渓流魚の写真です。私は冒頭に

紹介がありましたように旭川で弁護

士をやっています。旭川近郊は自然

が豊かです。旭山動物園もいいので

すが、車で 1 時間半くらいかけて

70 キロから 100 キロほど行くと、

こういったヤマメ、もちろん自然産

卵のヤマメがたくさんいる沢、渓流

があります。これは今年の 7 月に

私が釣ったヤマメで、先ほどの写真

も 6 月末くらいに釣ったヤマメで

す。 

 ヤマメ釣りがなぜ好きかというと、

釣りそのものが大好きですが、ヤマ

メはサクラマスの稚魚なので、サケ

と同じように海に戻ってくるのです

が、サケは川で産卵します。卵がふ

化するとすぐ海に下り、3 年から 5

年くらいのサイクルで親になった鮭

が海から川に戻ってくる。 

 ヤマメはサクラマスの幼魚ですけ

れども、川で産卵されるのですが、

卵からかえった後、川で過ごすもの

と海に下るものと二手に分かれるの

です。川に残っているものも、すぐ

に海に行くのではなく半年から 1

年くらい、川でちょろちょろ過ごし

ます。そのちょろちょろするのを、

おじゃまして釣らせていただく。 

 沢や渓流は非常にきれいです。何

千年と続く自然の営みの中におじゃ

まして、その断片を垣間見るわけで

すが、きれいな川ときれいな空気の

中にいると、やくざ者もくだらない

ことをしないのかと思ったり、他方、

彼らに釣り場を教えると、禁漁期間

も何もなく、根こそぎ密猟するかも、

と思ったりします。 

 横道にそれましたが、本論に戻る

ことにします。 

 より進化した反社勢力への対応に

向けてということで、市民の安全対

策のためにどんなことが考えられる

だろうか、ということをパワポにし

て並べてみました。社会対暴力団と

いう構図はそのとおりだろうと思い

ますし、流れもその方向だろうと思

いますが、市民の方が犠牲になる、

あるいは矢面に立つといった反社対

応、民暴対策は、いやな言い方です

が、万が一、犠牲者が出ると根底か

ら崩れかねないと思っています。 

 私が委員長当時、昨年でしたか、

熊本で民暴大会がありました。県条

例に基づき、スナックを含めた飲食

店で「暴力団お断り」という標章を

お店に貼りました。熊本ではそうで

もなかったのですが、北部九州では

そういった標章を貼ったお店の経営

者がかみそりで顔を切られるなどの

被害に遭った事案が多発しました。 
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 一部の新聞の論調等を見ると、標

章制度そのものへの疑問の論調もあ

りました。その熊本大会では、私が

日弁連の委員長という立場だったも

のですから、総括という場を仰せ付

かり、協議会での議論を総括させて

いただく立場だったのですが、その

舞台裏での記者会見でも標章制度の

導入に関するかなり辛辣な質問を、

報道関係の方からもちょうだいしま

した。なかなか難しい問題だろうと

思います。市民がけがをする、ある

いは市民に犠牲を強いるような反社

対応、暴力団対策は共感が得られな

い、やはり、市民が矢面に立つとい

う制度設計は、可能な限り工夫して

いかなければいけない時代だろうと

思います。 

 私は総括のときに、「すぐに標章

制度導入自体が間違っているという

議論は、短兵急に過ぎるだろう」と

いう話をしましたが、なかなか妙案

がありませんでした。ただし、犠牲

者が出たが故に「だから標章を掲げ

るのはやめよう」「だから暴排条例

はいけないのだ」との論調は、敵の

思うつぼとなりかねず、軽々しい議

論はちょっと待てよということで、

統括ではくぎを刺すことにしました。 

 第 1 部でもご紹介がありました

ように、広島で暴追センターが適格

団体となった第 1 号の組事務所使

用差止請求の訴訟が提起されていま

す。これは市民を矢面に立たせない

という暴対法の第一歩の具体化だろ

うと思います。 

 ご承知のことと存じますが、従前

は地域住民の方がご自分のお名前で、

住民の方ご自身が原告となり、組事

務所の使用差止、組事務所として使

わせない、使ってはいけないという

仮処分や訴訟を行っていました。新

たに設けられた適格団体訴訟制度で

は、暴追センターが原告になり、住

民の方は暴追センターに授権をする、

こういったたてつけで、住民が直接

の当事者にならないという制度です。 

 適格団体訴訟はもちろん、前身で

すが、ほんの第一歩にすぎません。

難しい議論は置いておきますけれど

も、適格団体訴訟ができたから住民

の氏名等は秘匿されるのかといえば、

そうではなく、万全ではありません。

適格団体訴訟にも限界と言いますか、

100％住民の方のお名前が出ないで

済むかというと、まだまだ検討の余

地があるところです。 

 広島弁護士会の民暴委員の各弁護

士の尽力により、広島の現在の進行

状況については、裁判所といろいろ

協議を重ね、住民の方のお名前を可

能な限り伏せていっておられる、で

は、どうやって住民の方を特定する

かというと、免許証の番号や健康保

険証の番号で特定する工夫をされて

いる、今のところ広島の裁判所の理

解もいただき、広島の弁護士の先生

らの尽力により、なんとか、実際の

運用に際して、住民の方の知られた

くないとの利益を守ってはいますが、

その運用面では弁護士も頭を痛めて

いるところです。 

 また、近隣住民、特に住民代表と

いった方への保護対策、これは警察
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のほうの領域だろうと思いますが、

具体的な保護対策が万全なのか。こ

れについても、まだまだ検討の余地

があるかもしれません。 

 横道にそれますが、ご承知のよう

に、裁判員裁判という制度が進めら

れ、既に実施され、かなりの数の重

罪とされる刑事事件が審理されてい

ます。その中で、暴力団の抗争等に

よって組長が無期、場合によっては

死刑という重大な判決を受ける恐れ

がある場合の裁判員の保護対策は大

丈夫だろうかということも、私は考

えることがあります。 

 反発した組長の信奉者、組長の配

下の者が「あの裁判員のせいでこん

な重い判決が……」とか、「裁判自

体を根底から……」というような悪

い考えを持った人間が、万が一、裁

判員に危害を加えたら、裁判員裁判

という制度設計は一体どうなるのだ

ろうか、こんなことも考えてしまう

ことがあります。 

 私どもは組事務所の差押え、差止

を「組明け訴訟」と呼んだりします

が、組明け訴訟を提起しようとする

場合、例えば住民の１人である大久

保さんという方に、「大久保さん、

あなたも暴追センターに授権して下

さい。」とお願いしたところ、大久

保さんが「いいですよ。だけど先生、

俺の女房の名前は勘弁してよ」と言

われたら、あるいは「裏のばあちゃ

んは独り暮らしで心配だから、何と

かならないだろうか？」と尋ねられ

た場合に、「大丈夫だよ」と答えた

としても、さらに、「何で先生、大

丈夫なの？」と質問され、「僕もず

いぶんやばい橋を渡ってきて、怖い

思いもしたけれども、今のところ大

丈夫だから、あんたも大丈夫だと思

うよ」との対応、これでは説得力は

ないはずです。保護対策についても

より進化したものでなくてはいけな

いだろうと思っています。 

 パワポには「暴力団対策の根源的

な責務は国にある」ということを書

きましたが、国に暴力団対策に関す

る基本法といったものを早急に作れ、

ということを意図しているのではあ

りません。私が言いたいのは、国は

暴力団対策、犯罪対策にもっと金を

出すべきたということです。国の責

務うんぬんというのは、ことに実際

の現場というと語弊があるかもしれ

ませんが、犯罪、あるいは犯罪の被

害者と向きあったときに、特に感じ

ることです。 

 先にも触れましたが、犯罪対応、

犯罪対策には多くの場面があります。

犯罪を予防する、万が一、犯罪が起

きたときには犯人を検挙する、検挙

した犯人に適正な手続きでペナルテ

ィーである刑罰を科す、刑罰を執行

する、そして、刑を終えた人間は死

刑以外は社会に出てくる、この一連

の流れのなかで、国がその責務を万

遍なく果たしているのかということ

です。犯罪には、今申し上げたよう

な意味でのスタートがあり、ジ・エ

ンドがあるのですが、ジ・エンドは

犯人が刑を終えて社会に出てくるこ

とをイメージして下さい。警察の方

には失礼かもしれませんが、検挙率
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を上げる、数字を上げるという意味

ではなく、検挙をするための今日の

大きな武器として防犯カメラがあり

ます。日弁連はどういうわけか「監

視カメラ」と言うのですが、私は

「監視カメラ」という言葉は好きで

はないです。 

 街灯一つにしても、防犯カメラを

設置するにしてもお金がかかるし、

やばそうな場所に街灯を設けて明る

くするためにだってお金がかかるわ

けです。あるいは、ペナルティーを

科して出てくる人間は、今は一部篤

志家の方の熱意に支えられて、細々

と更生、離脱支援が行なわれている

のが実情で、国の金が注入された組

織的なジ・エンド対策は行われてい

ないのが実情でしょう。刑を終えた

者の対策にもやはりお金がかかるの

です。刑を終えた者対策がおざなり

になると、再犯と言ってまた犯罪が

行なわれ、結局、市民が犠牲になり

かねないのです。 

 国は今以上に、暴力団犯罪、民暴

被害、あるいは犯罪一般に対し、こ

とに被害者のある犯罪に対し、犯罪

を予防する、犯人を確実に検挙する、

刑務所に入れる、ここまでが国の責

務などと考えるのではなく、刑務所

から出た後の彼、彼女への対策のた

めにもお金を投入すべきであると思

っています。国の責務として、犯罪

あるいは民暴被害といったものに対

し、犯罪予防、被疑者の確実な検挙、

刑の執行、執行後のフォローといっ

た各場面に万遍なくお金を注入する、

それが、安心・安全な国づくりにつ

ながるとの視点からもう少し犯罪対

策にお金を入れてもらいたいという

のが在野の弁護士としての率直な思

いです。 

 パワポには Example ということ

で、「競売手続きからの暴排」と書

きました。これは私が 2 年間委員

長をやっている間の大きなテーマの

ひとつであり、日弁連としての機関

決定を得たものでありながら、なか

なか実現せず、残念な思いがあるテ

ーマでもあります。 

 国の責務の一つとしてお金だけで

はないとの例として、競売からの暴

排について紹介させていただきます。

全国に組事務所がどれくらいあるか、

お分かりになりますか。全国には暴

力団事務所は、だいたい二千数百あ

るそうです。その暴力団事務所は借

り物もあるかもしれませんし、自前

の事務所もあるかもしれません。そ

の取得原因、つまり、自前で持って

いる物の中には売買、相続といった

ものがあり、また、組長名義、暴力

団組幹部らの女房の名義、あるいは

ダミーの法人の名前などがあります

が、取得原因のうちの約１割の 200

強の事務所は裁判所の競売手続きに

よって取得されています。 

 私自身、自分は、民事上の問題で

あれ、刑事上の問題であれ、裁判官、

裁判所にかなり信頼を置いている弁

護士だろうと思っています。しかし、

競売手続きも裁判所が主宰する手続

きですから、一つの事実として、二

千数百ある全国の組事務所のうち、

約 1 割が競売によって取得されて
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いるとの事実、本来クリーンである

べき、本来善良な市民の味方である

べき裁判所が主宰する手続きによっ

て暴力団組事務所が取得されている

との事実は、いかがなものか、裁判

所への信頼を失わしめるのではない

か、との思いがしています。 

 民事執行法という手続きを改正し

て、いわゆる反社勢力が競売手続き

に関与できない手だてを何とかつく

ってくださいということで、法務省

ら関係省庁等にお願いしていますが、

なかなか実現していません。ただし、

あきらめるつもりは毛頭ありません

し、私の後任の委員長もしっかり対

応してくれています。国が反社対応、

民暴対応に本腰を入れていないとは

言いませんが、もう少しいろいろな

視点から、国も、より進化し、掘り

下げた民暴対策をとる時期に来てい

るはずだ、と思っています。 

 暴力団情報の重要性ということを

先ほど申し上げました。反社との一

切の関係を断ちましょう、というこ

とになっています。「わが社も相手

方が暴力団やその周辺企業の者とは

付き合いたくない。しかし、相手方

が反社かどうか、どうやって把握し

たらいいのだろう」との思いはもっ

ともな話です。反社情報の取得は、

なかなか難しい問題だと考えていま

す。 

 単発の取引ではなく、契約自体が

何万件もあるような企業では、特に、

相手方が反社かどうかの確認は容易

ではないはずです。金融機関のよう

に、銀行口座の開設自体もだめだと

いう時代になっていますから、全国

で一体、何千、何万件の新規口座が

作られているのか、私もよく分かり

ませんが、その中で口座を開設しよ

うとしている者が反社かどうかをど

うやって把握すべきか、は大問題の

はずです。まして、先ほど申し上げ

たように、彼らが「俺はやくざだ」

と言って飯を食える時代ではありま

せんから、当然、組員性、属性を隠

そうとしています。そんな中で、ど

うやって情報を取得したらいいのだ

ろう、どうやって情報を共有化した

らいいのだろう、ここが難しいとこ

ろだろうと思います。 

 また、条例においても「暴力団に

利益を供与してはいけない」となっ

ています。「いや、うちだってそん

な連中と付き合いたくないんだよね。

だけど、相手が暴力団かどうか分か

らないんだよ」と言われたときに、

どうするか、これは頭が痛いところ

だろうと思います。 

 私は最近、刑事事件はほとんどや

っていませんし、国選事件もやって

いません。以前は国選でやくざ者の

事件を担当すると、身上・経歴の部

分に「私は○○組、あるいは○○一

家の△△の盃をもらっています」と

か、そういうくだりが供述調書に必

ずありました。今はほとんど見当た

らないと思います。 

 警察の方にお聞きすると、全てで

はないのかもしれませんが、警察で

は組員と把握していても「そうで

す」と言う者はなかなかいないので

はないか、とのことです。警察の味
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方をするわけではないのですが、属

性を把握することは捜査機関側にと

っても困難な時代になっているはず

です。そんな中で属性、暴力団情報

をどうやって収集するのか、警察で

さえ暴力団情報の取得に難渋してい

る時代に、民間企業に属性確認を求

める時代が到来しており、一歩間違

うこと、企業の信用を失墜しかねな

いわけですから、暴力団情報の収集

とその管理は各企業が知恵を絞らな

ければいけない大きな課題のはずで

す。 

 加えて、暴力団かどうかというこ

とを私ども弁護士はどうしても、万、

が一、争われた場合、立証可能かど

うかを常に考えます。例えば、私が

ある企業の委任を受けて「あなたは

暴力団だから、わが社はあなたとの

契約関係は解除する。だから、あな

たに貸した 1000 万円のうち残金の

600 万円をすぐに返せ」とやったと

きに、「俺は暴力団じゃない」と争

われた場合、どうやって彼が暴力団

であることを立証していくべきか、

これはやはり頭の痛い問題です。 

 平成 19 年に企業指針が出て間も

なくですから、平成 20 年ごろに私

が日弁の副委員長だった当時、委員

長はたしか静岡の三井義廣先生だっ

た時代でしたが、企業指針の公表を

知り、まず、私自身が思ったことは

これから暴力団かどうかの属性に関

する情報問題が顕著になってくるだ

ろうということでした。当時、三井

委員長に、仮に警察が把握している

暴力団情報として 3 万人の情報が

あるとした場合、いっそのこと、そ

の 3 万人の情報を全部オープンし

てしまうことができないだろうかと

話したことがありました。 

 こんなことは憲法上の問題もあり

ますし、行政が保有する個人情報保

護法の問題もあり、到底つぶされる

のは目に見えています。しかし、平

成 19 年の指針公表直後に思ったこ

とは、暴力団情報の全面オープンと

いった時代が来るかもしれない、少

なくとも企業はそれを求めるだろう、

との思いでした。 

 無責任な言い方かもしれませんが、

これから各企業がいろいろな新聞情

報を含め、あるいは銀行の場合には

各支店、出張所等を含め、毛細血管

と言うと失礼ですが、本店、支店を

統括するブロック、更には支店、営

業所、損保でしたら代理店を含め、

毛細血管に位置する支店、営業店、

代理店等のいわば下から積み上げて

いく情報の構築といったことが必要

になってくるのではないかと思って

います。 

 「（ちょっとだけ）持論」の

「（暴力団情報の全面開示）」は、

今から 6 年くらい前に考えたこと

ですが、いろいろ考えると私も法律

屋の端くれなので、これはかなり無

理である、憲法論・法律論からいっ

ても無理だろうとの思いをしていま

すが、他方、属性に関する情報はこ

れからより一層大事な時代になって

いくと思っています。 

 自助の重要性ということで、いま

少し触れたことにも関わりますが、
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いくつかの企業団体からもこういっ

た講演の場をちょうだいしたときに、

「警察あるいは金融庁は暴力団との

関係を切れ切れと言うけれども、相

手方が暴力団かどうか、どうやって

調べたらいいのでしょう。現場は困

っています」といった話をお聞きし

ます。 

 これに対し、私は例えば、損保業

界の場合などには「あなたの会社は

何十年と業界でトップクラスの業績

を上げ続けてこられていますが、そ

ういった企業はこれまで企業独自で

反社のデータベースを構築しておら

れなかったのですか。全国津々浦々

にある支店、代理店などから契約者

を含めた情報を積み上げていけば、

こいつは危ないという情報が相当程

度存在しているのではありません

か」と、お聞きするようにしていま

す。「大変ですね」、とは言います

が、金融庁の指導が厳しくて「気の

毒ですね」などとは言いません。 

 私が言いたいのは、失礼ですが、

これまで何十年もの間、暴力団情報

の収集について、企業が少しサボり

過ぎていたのではないか、というこ

とです。悪い言い方ですが、ひょっ

とするとそのツケがいま来ているか

もしれない、だから、これからは自

社でデータベースを構築していきま

しょう、同業の企業を含め企業自ら

の努力、同業他社との協力が必要と

なる、そういった時代が来たのです、

という話をするようにしています。 

 どうしてこんなことを申し上げる

かというと、生意気な言い方かもし

れませんが、社会対暴力団という構

図は間違いないのです。ただし、今

までの社会対暴力団の構図は、あり

ていに言うと、お上から「やってく

れ」と言われた構図です。もうそれ

ではだめだと、私は思っています。

これからは、企業が、事業者が、自

らの企業を防衛するためには、自分

たちは反社に関する取組みについて

こういうことをやっている、失礼な

言い方かもしれませんが、自分たち

のほうが警察庁や金融庁の考え方よ

りもより進んだ取組みを講じている

といった形にしていかないと、真の

企業防衛はできないだろうと思って

います。 

 くどいようですが、お上に頼る時

代から、自分で、自社で努力する時

代が来ており、これを乗り越えては

じめて、社会対暴力団が結実するの

ではないかと思っている次第です。 

 潜在化・巧妙化対策のための捜査

手法ということについて一言お話し

をします。私は警察の代弁者ではあ

りませんが、私も最近、ガラケーか

らスマホに変え、その便利さに驚い

ています。このツールを悪用する輩

が出るのも自然であるかもしれませ

ん。 

 ところが、検挙する側である警察

に与えられている捜査手法は、刑事

訴訟法で許されている手段ですが、

時間がずっと止まったままの手法で

しかありません。世の中はスマホ、

パソコン、ATM と身を隠すツール

にあふれんばかりに進歩しているの

に、それに対応し見合う捜査手法は、
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昭和 20 年代のままで止まっている

のです。時代に即応した捜査手法と

はほど遠いものでしょう。今日ご出

席の方々のなかには、弁護士がそん

なことを言っていいのだろうか、と

の思いをされている方もおられるか

もしれませんが、私が申し上げたい

のは、時代に即応した捜査手法につ

いて法律家以外の方にも関心をもっ

ていただかないと、振り込め詐欺等

に象徴されるような、善良な市民が

被害者になる事案は無くならないの

ではないか、だから、私のような弁

護士も警察の代弁者のような思いを

している、ということを記憶にとど

めていただければありがたいと思っ

ています。 

 だんだん駆け足になってきました

が、離脱者支援について考えていま

す。妙案はありませんが、今まで、

一部篤志家の方々のお力添えに頼っ

ているのが現状です。先ほど申し上

げたように犯罪を予防する場面でも、

犯罪を検挙する場面でも、彼らを刑

務所に放り込む場面でも、確かにお

金はかかるのだけれど、刑務所から

出てきた後の国のお金のかけ方が、

不足し過ぎていると考えています。

ここを何とかできないかとの思いが

あります。 

 最後になりましたが、暴排教育と

いうものがあってもいいのかなと考

えています。これを考えるようにな

ったのは、率直に申し上げると離脱

者支援に行き詰まってしまったもの

ですから、それならば若い子がくだ

らない世界に足を踏み入れないよう

にするのが、私たち大人の務めでは

ないかとの思いで考えた次第です。 

 ただ、教育の現場は「排除」とい

う言葉を非常に嫌います。暴排教育、

暴力団を排除するという言葉それ自

体が馴染めないようであり、ネーミ

ング自体も考えなければいけないよ

うです。 

 どうか、おうちに帰られましたら、

ご家族にお子さん等がおられる方は

「暴力団のようなところに入ったら

人生を棒に振っちゃうよ」と、そん

なことを教えていただければ幸いで

す。 

 時間の関係もあり、後半のお話は

非常に押し詰まった話になってしま

いました。今日は、私が感じている

ことを率直にお話しさせていただき

ました。皆さまの今後の暴追活動の

一助になれば幸いです。本日はご清

聴いただき、どうもありがとうござ

いました。 


